
 

 

川島桶川資源循環組合文書取扱規程  

令和７年４月１日  

訓令第５号  

目次  

第１章  総則（第１条―第１０条）  

第２章  文書の収受及び配布（第１１条―第１４条）  

第３章  文書の処理（第１５条―第２９条）  

第４章  文書の施行（第３０条―第３４条）  

第５章  文書の整理及び保管（第３５条―第３９条）  

第６章  文書の保存（第４０条―第４４条）  

第７章  文書の廃棄（第４５条―第４７条）  

附則  

第１章  総則  

（趣旨）  

第１条  この訓令は、別に定めるもののほか、文書の取扱いについて必要

な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

(1) 事務局長  川島桶川資源循環組合組織規則（令和７年川島桶川資源

循環組合規則第１号。以下「組織規則」という。）第４条第１項に規

定する局長をいう。  

(2) 課長  組織規則第４条第１項に規定する課長をいう。  

(3) 主務課  当該文書に係る事案を所掌する課をいう。  

(4) 文書  職務上収受又は作成した全ての文書をいう。  

(5) 電子文書  電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による



 

 

情報処理の用に供されるものをいう。  

(6) 親展文書  「親展」若しくは「秘」等の表示のある文書又はこれら

に準ずる文書をいう。  

(7) 郵便等  郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成

１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信書便事業者若し

くは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定

する信書便（以下「信書便」という。）をいう。  

(8) 起案文書  起案した文書で決裁前の文書をいう。  

(9) 完結文書  文書上の事務処理が完結した文書をいう。  

(10) 保管  文書を活用するために、文書が完結した年度及びその翌年

度において主務課が管理することをいう。  

(11) 保存  保管期間が経過した後においても残すべき文書を総務課が

管理することをいう。  

(12) 移換え  会計年度が替った時において、ファイリング・キャビネ

ットの現年度の位置にある文書を前年度の位置に移すことをいう。  

(13) 引継ぎ  文書を保管から保存へ移すことをいう。  

（文書取扱いの原則）  

第３条  文書は、全て正確かつ迅速に取り扱い、常にその経理経過を明ら

かにし、事務能率の向上に役立つよう処理しなければならない。  

２  文書は、公文書の公開に伴い、住民の利用に役立つように適切に管理

しておかなければならない。  

３  文書は、個人情報の保護に留意して適切に管理しておかなければなら

ない。  

（文書処理の年度）  

第４条  文書の処理に関する年度は、別に定めるもののほか、毎年４月１

日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。  

（総務課長の職務）  



 

 

第５条  総務課長は、各課における文書の取扱いに関し必要な調査を行う

とともに、その指導及び改善に努めなければならない。  

（課長の職務）  

第６条  課長は、常にその所管に属する文書の適正かつ円滑な取扱いに留

意し、その促進に努めなければならない。  

（文書公開審査員）  

第７条  各課に文書公開審査員を置く。  

２  文書公開審査員は、課長の職にある者をもって充てる。  

（文書公開審査員の職務）  

第８条  文書公開審査員は、上司の命を受け、次に掲げる事務を処理しな

ければならない。  

(1) 公文書の公開に係る文書の公開又は非公開の審査に関すること。  

(2) その他公文書の公開に係る文書の取扱いについての指導に関するこ

と。  

（文書主任）  

第９条  各課に文書主任を置く。  

２  文書主任は、課長が指定する者をもって充てる。  

（文書主任の職務）  

第１０条  文書主任は、課長の命を受け、次に掲げる事務を処理しなけれ

ばならない。  

(1) 文書の収受及び発送に関すること。  

(2) 文書の審査に関すること。  

(3) ファイリング・システムの維持・管理に関すること。  

(4) ファイル基準表の作成に関すること。  

(5) 文書事務の指導及び改善に関すること。  

(6) その他文書事務に関し必要なこと。  

第２章  文書の収受及び配布  



 

 

（総務課における収受及び配布）  

第１１条  総務課に到達した文書は、開封しないで主務課に配布する。  

２  郵便等の受領に係る料金の未払又は不足の文書がある場合は、総務課

長が適当であると認めたときに限り、その未払又は不足の料金を支払っ

て収受するものとする。  

（主務課における収受）  

第１２条  前条の規定により主務課に配布された文書又は直接主務課に到

達した文書の収受は、次に掲げるところによるものとする。  

(1) 文書は、即日開封し、当該文書に収受印（様式第１号）を押印する。 

(2) 親展文書は、開封しないで封筒に収受印を押印し、名あて人に配布

する。  

２  刊行物、ポスターその他これに類する文書は、前項に規定する収受印

の押印を省略することができる。  

（文書の転送及び返却）  

第１３条  第１１条の規定により配布を受けた文書中に、当該課の所管に

属さないものがある場合は、直ちに総務課に返却するものとする。  

（文書管理台帳への記載）  

第１４条  文書主任は、文書（親展文書を除く。）の配布を受けたときは、

直ちに文書収発簿（様式第２号）に所要事項を記載しなければならない。

ただし、定例的又は軽易な文書であらかじめ課長が指定したものについ

ては、当該手続を省略することができる。  

第３章  文書の処理  

（供覧）  

第１５条  文書主任は、前条の手続が終了した文書についてその処理案を

記載した後、課長その他の者に供覧し、その指示又は承認を受けなけれ

ばならない。  

２  供覧は、供覧用紙（様式第３号）を添えて行うものとする。  



 

 

（電子文書の受信等）  

第１６条  電子文書は、電気通信回線を利用して受信することができる。

この場合において、本人確認を必要とする電子文書を受信したときは、

電子署名（電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０

２号）第２条第１項に規定する電子署名をいう。以下同じ。）その他必

要な事項を確認するものとする。  

２  主務課において受信した電子文書については、その内容を速やかに出

力し、紙に記録するものとする。  

３  前項の規定により紙に出力した文書は、配布され、又は到達した文書

とみなし、第１２条及び前２条の処理を行うものとする。  

４  受信した電子文書の内容が軽易であると課長が認めるときは、前２項

に規定する文書の処理を省略することができる。  

（起案）  

第１７条  起案は、起案用紙（様式第４号）を用いて行うものとする。た

だし、照会等で回答用紙又は当該文書の余白で処理できるものについて

は、この限りでない。  

（起案の注意事項）  

第１８条  起案に当たっては、次に掲げるところによらなければならない。  

(1) 用字、用語、文体及び書式等については、川島桶川資源循環組合公

文例規程（令和７年川島桶川資源循環組合訓令第４号。以下「公文例

規程」という。）の定めるところによること。  

(2) 定例的又は軽易なものを除き、文案のほか、起案理由その他決裁の

参考となる事項を記載するとともに、必要な書類を添付すること。  

（文書記号）  

第１９条  公文例規程第２条第７号に規定する普通文書を起案するときは、

文案に組合名の頭文字「川桶組」及び別表第１に定める文書記号を付す

るものとする。  



 

 

２  公文例規程第２条第３号に規定する令達文書のうち通達及び指令を起

案するときは、前項の文書記号の前に、通達にあっては「通達」を、指

令にあっては「指令」を付するものとする。  

（発信者名）  

第２０条  文書の発信者名は、管理者名を用いるものとする。ただし、軽

易な文書にあっては、事務局長名を用いることができる。  

２  文書には、照会その他の便宜に資するため、必要に応じ、当該文書に

担当者の課名、氏名、電話番号及び電子メールアドレスを記載するもの

とする。  

（回議）  

第２１条  起案文書は、下位の職にある者から上位の職にある者の順に回

議しなければならない。  

２  起案文書の内容について重大な修正をしたときは、修正者は、修正箇

所に自己が修正した旨の表示をしなければならない。  

（合議）  

第２２条  起案の内容が他の課の事務に関係がある場合は、当該文書を関

係する他の課長等に合議しなければならない。  

２  合議は、主務課の課長を経て行うものとする。  

３  合議を受けた者が合議事項に異議がある場合は、課長と協議して調整

するものとし、調整が整わないときは、意見を付しておくものとする。  

（回議及び合議の注意事項）  

第２３条  起案文書の回議又は合議を受けた者は、その回議又は合議が速

やかに完了するように努めなければならない。  

２  起案文書の内容が秘密を要するもの、急を要するもの又は重要で異例

なものは、課長その他の責任者が持ち回り、回議又は合議しなければな

らない。  

３  起案文書について回議又は合議の結果、重大な修正が行われたとき、



 

 

又は廃案となったときは、課長は、当該回議又は合議を行った者にその旨

通知するものとする。  

（文書主任の審査）  

第２４条  起案文書は、回議を受ける前、文書主任の審査を受けなければ

ならない。  

２  文書主任は、起案文書の審査に当たっては、公文例規程及び第１７条

から第２０条までの規定に基づき審査し、起案者に対して必要な指示を

与え、又は当該起案文書を修正することができる。  

（文書公開審査員の審査）  

第２５条  起案文書は、課長の回議を受けた後、文書公開審査員の審査を

受けなければならない。  

２  文書公開審査員は、別に定める審査の基準に基づき審査し、起案者に

対して必要な指示を与え、又は当該起案文書を修正することができる。  

（総務課長の調整）  

第２６条  次に掲げるものの起案文書は、課長の回議を受けた後、総務課

長の調整を受けなければならない。  

(1) 公文書の公開に対する可否の判断が特に困難と認められるもの  

(2) 公文書の公開に対する可否の判断が先例となるようなもの  

(3) その他課長が必要と認めたもの  

（総務課長の審査）  

第２７条  次に掲げるものの起案文書は、課長の回議を受けた後、総務課

長の審査を受けなければならない。  

(1) 条例、規則、訓令及び告示  

(2) 組合議会に提出する議案  

(3) 重要と認められる通達及び要綱  

(4) その他管理者の決裁を要する文書で、管理者が指定したもの  

（決裁年月日の記載）  



 

 

第２８条  起案者は、その起案が決裁されたときは、直ちに当該起案用紙

に決裁年月日を記載するものとする。  

（決裁文書の供覧）  

第２９条  前条の規定により決裁された起案文書について、他の課に供覧

する必要がある場合は、当該文書を供覧する必要がある他の課長等に供

覧するものとする。  

第４章  文書の施行  

（文書の浄書）  

第３０条  文書の浄書は、主務課において行うものとする。  

（公印の押印）  

第３１条  発送を要する文書には、発信者の公印を押印するものとする。

ただし、定例的又は軽易な文書にあっては、これを省略することができ

る。  

（文書番号等）  

第３２条  文書を発送しようとするときは、当該文書に課ごとの一連の文

書番号及び発送日を付するものとする。  

（文書の発送）  

第３３条  文書の発送は、総務課において行うものとする。ただし、総務

課において発送することが適当でないものは、この限りでない。  

（電気通信回線を利用した文書の発送）  

第３４条  文書の発送は、電気通信回線を利用して行うことができる。  

２  前項の規定により文書を発送する場合（ファクシミリにより発送する

場合を除く。）には、当該文書に電子署名を付し、又はこれに類する措

置を講ずるものとする。ただし、第３１条ただし書に該当する文書につ

いては、この限りでない。  

３  前項に規定する電子署名の名義は、川島桶川資源循環組合権限者とす

る。  



 

 

第５章  文書の整理及び保管  

（ファイリング・システムによる整理及び保管）  

第３５条  文書は、必要に応じ速やかに取り出せるようファイリング・シ

ステムにより整理及び保管するものとする。  

（ファイル基準表の作成）  

第３６条  文書主任は、保管単位ごとにファイル基準表（様式第５号）を

作成するものとする。  

２  文書主任は、毎年４月１５日までに確定したファイル基準表を２部作

成し、１部を総務課長に提出するものとする。  

（文書の整理及び保管）  

第３７条  完結文書は、個別フォルダーに収納し、キャビネットの一定の

位置に保管するものとする。ただし、キャビネットにより保管すること

が適当でない図面等については、当該文書に適した用具で保管するもの

とする。  

２  完結文書は、会計年度ごとに区分し、整理するものとする。ただし、

会計年度ごとに区分することが適当でないものは、暦年ごとに区分する

ものとする。  

３  未完結文書は、懸案フォルダーに収納し、整理及び保管するものとす

る。  

（電子文書の管理）  

第３８条  電子文書は、別に定める方法により、適切に管理しなければな

らない。  

（保管文書の点検）  

第３９条  文書主任は、常に文書の整理及び保存の状態に注意するととも

に、定期的に点検し、整理しなければならない。  

第６章  文書の保存  

（保存年限）  



 

 

第４０条  文書を次の表の左欄のとおり区分し、その保管し、又は保存す

る期間（以下「保存年限」という。）は、同表右欄のとおりとする。  

区分  保存年限  

第１種  １１年以上  

第２種  １０年  

第３種  ５年  

第４種  ３年  

第５種  １年  

２  文書の保存年限は、別表第２に定める基準に基づき課長が定めるもの

とする。  

（保存年限の起算）  

第４１条  保存年限は、文書の完結した日の属する年度の翌年度の初日か

ら起算する。ただし、暦年による文書については、文書の完結した日の

属する年の翌年の４月１日から起算する。  

２  次条第４項に規定する文書の保存年限は、移換えをした日の属する年

度の翌年度の初日から起算する。  

（文書の引継ぎ及び移換え）  

第４２条  課長は、保管期間経過後保存を要する文書については、総務課

長に引き継がなければならない。  

２  課長は、前項の引継ぎを行おうとするときは、個別フォルダーごと保

存年限別に区分し、当該保存年限に応じて文書保存箱に収納するものと

する。  

３  文書の移換えは、前２項の引継ぎが完了後直ちに行うものとする。  

４  年度にかかわりなく使用する文書及び一定の期間継続する事業に係る

文書で、単年度で区分することが適当でない文書については、移換えを

行わないで現年度の扱いをする。  

（文書の保存方法）  



 

 

第４３条  総務課長は、前条第１項及び第２項の規定により引き継いだ文

書を保存年限別に整理し、保存するものとする。  

（保存文書の貸出し又は閲覧）  

第４４条  保存文書の貸出し又は閲覧をしようとする者は、総務課長にそ

の旨届け出なければならない。  

２  貸出しの期間は、３日以内とする。ただし、総務課長が必要と認める

場合は、この限りでない。  

第７章  文書の廃棄  

（完結文書の廃棄）  

第４５条  課長は、完結文書について保管又は保存の必要がないと認める

ときは、これを廃棄するものとする。  

（保存文書の廃棄）  

第４６条  総務課長は、保存年限を経過した文書について、課長と協議の

上廃棄するものとする。  

２  総務課長は、第４０条に規定する１１年以上保存の文書について、当

該文書の保存年限の起算日から１０年ごとに課長と協議の上、保存の適

否を決定するものとする。  

（その他）  

第４７条  この訓令に定めるもののほか、文書の取扱いに関し必要な事項

は、事務局長が定める。  

附  則  

 この訓令は、令和７年４月１日から施行する。  

別表第１（第１９条関係）  

課名  記号  課名  記号  

総務課  総  施設課  施  

別表第２（第４０条関係）  



 

 

区分  文書  

第１種  １  条例及び規則の制定又は改廃に関する文書  

２  令達及び告示の制定又は改廃に関する文書で特に重要な

もの  

３  国又は県の令達に関する文書で重要なもの  

４  歳入歳出予算及び決算書  

５  組合議会に関する文書で重要なもの  

６  職員の進退及び賞罰に関する文書並びに履歴書  

７  年金、退職手当及び公務災害補償等に関する文書で重要

なもの  

８  行政不服審査、訴訟及び和解等に関する文書で重要なも

の  

９  叙位叙勲及び表彰に関する文書  

１０  組合の沿革及び組合史の資料となる文書で重要なもの  

１１  原簿、台帳、図面及び統計書等で特に重要なもの  

１２  組合財産の取喪及び変更に関する文書並びにこれに関

する登記文書  

１３  前各号に定めるもののほか、１１年以上保存の必要が

ある文書  

第２種  １  令達及び告示の制定又は改廃に関する文書で重要なもの  

２  国又は県の令達に関する文書で比較的重要なもの  

３  通知、申請、届出、報告及び進達等の文書で重要なもの  

４  組合議会に関する文書で比較的重要なもの  

５  監査に関する文書  

６  陳情及び請願等に関する文書  

７  決算を終わった工事の契約書、設計書及び検査書  



 

 

８  前各号に定めるもののほか、１０年間保存の必要がある

文書  

第３種  １  令達及び告示の制定又は改廃に関する文書で軽易なもの  

２  予算の執行に関する文書  

３  契約書で、第１種及び第２種に属さないもの  

４  非常勤職員の任用に関する文書  

５  照会及び回答等の文書で比較的重要なもの  

６  諮問及び答申等に関する文書  

７  前各号に定めるもののほか、５年間保存の必要がある文

書  

第４種  １  出勤簿、出張命令簿、年次休暇簿、時間外勤務命令書及

び復命書  

２  予算、決算及び出納に関する文書で軽易なもの  

３  報告及び資料等  

４  前３号に定めるもののほか、３年間保存の必要がある文

書  

 



様式第１号(第１２条関係) 

 

      

1 中欄の箇所には、文書を収受した年月日を記入する。 

2 下欄の箇所には、「川島桶川資源循環組合」の名称を記入する。 



 

 

様式第２号（第１４条関係） 

文 書 収 発 簿 

  

  

番 号 
収受又は発

送 月 日 
差出元又は宛先 件 名 処理者 処理の月日及び要領 

  

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

  

 

 

 

 



 

 

文 書 収 発 簿 

  

  

番 号 
収受又は発

送 月 日 
差出元又は宛先 件 名 処理者 処理の月日及び要領 

  

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

収 

発 
第  号 ・       

・   

・   

  

 



様式第３号(第１５条関係) 

  供 覧 用 紙 

件

名 

  

担 当 課 

  

供

覧 

                公開審査員 文書主任 

                    

合

議 

  

処 理 案 指 示 ・ 意 見 

□供覧後完結 

□供覧後起案

方針 

  

収 受 日 供 覧 完 了 日 発 信 元 フ ォ ル ダ ー 名 

        

公開・非公開の区分 部分公開・非公開の根拠規定 

非
公
開 

部
分 

  

保 存 年 限 

□ 公 開 

□ 部分公開 

□ 非 公 開 

  

□ 11年以上 □ 10年 

□ 5年   □ 3年 

□ 1年 □ 随時廃棄 理
由 

  

注1 供覧で完了するもの以外は新たに起案すること。 

注2 太枠内は収受者が記入すること。 



様式第４号(第１７条関係) 

件 名 

    

 次のとおり 
してよいか伺います。 

します。       

決裁・回議 
起 案   

決 裁   

施行予定   

施 行   

公開審査員 文書主任 総務課長 

      

印  

  

合議         

決裁後供覧         

公開・非公開の区分 部分公開・非公開の根拠規定 

非
公
開 

部
分 

  

□  公 開 

□  部分公開 

□  非 公 開 

  
理
由 

  

施 行 上 の 取 扱 い フ ォ ル ダ ー 名 

□ 秘   □ 至急   □ 公印省略   □ 使送   □ 直接 

□ メール □ FAX 

□ 発 送 (□ 普通 □ 特殊取扱い(             )) 

□ その他 (                         ) 

  

保 存

年 限 

□ 11年以上 □ 10年 
□ 5年 □ 3年 □ 1年 
□ 随時廃棄 

 



起案用紙(B) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



様式第５号(第３６条関係) 

チェック 保存箱番号 ファイル番号 コード 分類名称 個別フォルダ名／保存箱名 管理部署 

作成部署 

作成者 

保管 

保存 

延長 

年数 

作成日 

引継予定日 

廃棄予定日 

処理結果 ラベル種類 

管理場所 

ロケーション 

ウツシカエ、色、確認要 

 

備考 

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

                          

 


